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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第68期

第２四半期累計期間
第69期

第２四半期累計期間
第68期

会計期間
自 2018年４月１日
至 2018年９月30日

自 2019年４月１日
至 2019年９月30日

自 2018年４月１日
至 2019年３月31日

売上高 (千円) 2,726,889 3,566,659 6,055,019

経常利益又は経常損失（△） (千円) △55,260 33,500 204,340

四半期（当期）純利益又は
四半期純損失（△）

(千円) △54,570 41,954 111,801

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) － － －

資本金 (千円) 508,000 508,000 508,000

発行済株式総数 (千株) 2,378 2,378 2,378

純資産額 (千円) 3,296,402 3,435,573 3,452,564

総資産額 (千円) 8,653,856 8,637,181 8,814,062

１株当たり
四半期（当期）純利益金額又は
１株当たり
四半期純損失金額（△）

(円) △23.20 17.84 47.53

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － 25.0

自己資本比率 (％) 38.1 39.8 39.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 442,453 168,022 1,058,535

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △225,161 △132,440 △412,275

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △343,232 △219,412 △558,440

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 803,199 833,129 1,016,959
 

 

回次
第68期

第２四半期会計期間
第69期

第２四半期会計期間

会計期間
自 2018年７月１日
至 2018年９月30日

自 2019年７月１日
至 2019年９月30日

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失（△）

(円) △6.83 27.42
 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれていない。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載していない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

４．当社は四半期連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載していない。

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間における、事業の内容に重要な変更はない。また、関係会社の異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はない。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものである。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①　経営成績

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、輸出や生産に弱さがみられるものの、雇用・所得環境の改善が進

み、各種政策の効果もあって、景気は緩やかな回復基調で推移した。しかしながら、米中貿易摩擦の影響など、世

界経済の動向や金融・財政政策に関する不確実性の高まりにより、先行き不透明な状況が続いている。

　当社の主な関連業界である建設及び住宅業界においては、首都圏を中心とした再開発工事及び東京オリンピッ

ク・パラリンピック関連工事などが終盤に差し掛かるなか、政府・民間ともに建設投資は堅調に推移した。その一

方で工事従事者不足や資材価格高騰の影響による工事工程遅れなど仮設業界では厳しい環境が続いた。

　このような状況の中、当社は仮設関連の需要に応えるべく保有機材の拡充や生産体制の強化に努め、住宅鉄骨部

門の製造も順調に推移した結果、当第２四半期累計期間の業績は、売上高3,566百万円（前年同四半期比30.8％増）

と増収となった。損益面においては、営業利益36百万円（前年同四半期は営業損失57百万円）、経常利益33百万円

（前年同四半期は経常損失55百万円）、四半期純利益41百万円（前年同四半期は四半期純損失54百万円）となっ

た。なお札幌営業所の閉鎖に伴い、固定資産売却益61百万円を計上している。

 

セグメントの経営成績は次のとおりである。

（仮設機材販売）

社会インフラ整備などによる建設需要は持続しているが、主力製品の売上が伸び悩んだものの、アルミ製階段

用安全機材の製造の増加などにより、売上高は893百万円（前年同四半期比15.9％増）となった。滞留在庫の処分

などによりセグメント損失は９百万円（前年同四半期はセグメント損失42百万円）となった。

（仮設機材賃貸）

枠組足場からくさび式足場の需要変化や材工一式現場の増加がレンタル需要に影響し、軽仮設機材は低稼働で

推移したものの、売上高は1,237百万円（前年同四半期比5.5％増）となった。利益面では、システム機材の売却

などによりセグメント利益は32百万円（前年同四半期はセグメント損失34百万円）となった。

（住宅鉄骨事業）

住宅鉄骨用部材の製造受託は順調に製造高が増加しており、売上高は1,436百万円（前年同四半期比83.3%増）

の増収となった。利益面では、新工場の本格稼働のためのイニシャルコストがかさみ、セグメント利益24百万円

（前年同四半期比5.9%減）となった。
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②　財政状態

（資産）

当第２四半期末の総資産は8,637百万円となり、前事業年度末に比べ176百万円減少した。流動資産が3,717百万

円（前事業年度末比145百万円減）、固定資産は4,920百万円（前事業年度末比31百万円減）となった。

総資産の主な減少要因は、売掛金が198百万円増加した一方で現金及び預金が183百万円、土地が107百万円減少

したことなどによるものである。

（負債）

負債合計は5,201百万円となり、前事業年度末に比べ159百万円減少した。流動負債が2,949百万円（前事業年度

末比759百万円減）、固定負債が2,252百万円（前事業年度末比599百万円増）となった。

負債の主な減少要因は、長期借入金が749百万円増加した一方で短期借入金が900百万円減少したことなどによ

るものである。

（純資産）

純資産合計は利益剰余金が16百万円減少したことなどにより3,435百万円（前事業年度末比16百万円減）となっ

た。

 

(2) キャッシュ・フローの状況　

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ183百万円減少の833百万円となっ

た。活動別のキャッシュフローの状況は以下のとおりである。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

主な増加要因として、減価償却費の計上214百万円、税引前四半期純利益89百万円、仕入債務の増加71百万円が挙

げられる。

　主な減少要因として、売上債権の増加106百万円、固定資産売却益66百万円が挙げられる。

　以上の要因により営業活動によるキャッシュフローは168百万円の収入（前年同四半期は442百万円の収入）と

なった。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

主な減少要因として、貸与資産（賃貸機材）の新規投資、その他有形固定資産の取得による支出295百万円が挙げ

られる。

　主な増加要因として有形固定資産の売却による収入174百万円が挙げられる。

　以上の要因により投資活動によるキャッシュフローは、132百万円の支出（前年同四半期は225百万円の支出）と

なった。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　短期借入れは、当座貸越利用の減少により前事業年度末と比べて900百万円の減少となった。長期借入れは1,000

百万円の新規調達と約定返済により、前事業年度末と比べて749百万円の増加となった。

　また、リース債務の返済による支出と配当金の支払による支出があった。

　以上の要因により財務活動によるキャッシュフローは219百万円の支出（前年同四半期は343百万円の支出）と

なった。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はな

い。

 

(4) 研究開発活動

当第２四半期累計期間における当社の研究開発活動に係る費用の総額は36百万円である。なお、当第２四半期累

計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はない。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 6,000,000

計 6,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2019年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,378,740 2,378,740
東京証券取引所
（市場第２部）

単元株式数は100株である。

計 2,378,740 2,378,740 － －
 

(注)　発行済株式のうち、663,750株は、現物出資(借入金531百万円の株式化)により発行されたものである。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項なし。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2019年７月１日～
2019年９月30日

－ 2,378,740 － 508,000 － 758,543
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(5) 【大株主の状況】

2019年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己
株式を除く。)の
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

旭化成ホームズ株式会社 東京都千代田区神田神保町１－１０５ 770 32.74

アルインコ株式会社 大阪府高槻市三島江１－１－１ 221 9.44

日鐵建材株式会社 東京都千代田区外神田４－１４－１ 96 4.10

遠藤　晶久 東京都青梅市本町 54 2.33

大日メタックス株式会社 福井県福井市森行町２－５ 44 1.87

高梨　嘉嗣 千葉県浦安市高洲 41 1.78

磯貝　實 愛知県碧南市西浜町 37 1.57

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－１ 34 1.45

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１－４ 18 0.80

石原　勝 新潟県佐渡市加茂歌代 16 0.71

計 － 1,335 56.79
 

　(注)　上記のほか当社所有の自己株式26千株がある。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2019年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 26,800 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 2,334,800 23,348 －

単元未満株式 普通株式 17,140 － －

発行済株式総数  2,378,740 － －

総株主の議決権  － 23,348 －
 

(注)　「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、100株(議決権の数１個)含ま

れている。

 

② 【自己株式等】

  2019年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

中央ビルト工業株式会社
東京都中央区日本橋
富沢町11番12号

26,800 － 26,800 1.1

計 － 26,800 － 26,800 1.1
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(2019年７月１日から2019年９月

30日まで)及び第２四半期累計期間(2019年４月１日から2019年９月30日まで)に係る四半期財務諸表について、ＵＨＹ

東京監査法人による四半期レビューを受けている。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がないため、四半期連結財務諸表は作成していない。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2019年３月31日)
当第２四半期会計期間
(2019年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,016,959 833,129

  受取手形 ※１，※２，※３  362,905 ※１，※２  271,140

  売掛金 1,048,296 1,246,847

  製品 817,480 743,486

  仕掛品 186,936 228,848

  原材料及び貯蔵品 329,519 351,769

  未収入金 81,673 23,114

  その他 20,525 20,452

  貸倒引当金 △1,805 △1,629

  流動資産合計 3,862,491 3,717,161

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 2,082,152 2,062,449

    減価償却累計額 △1,695,484 △1,691,139

    建物（純額） 386,668 371,310

   構築物 793,319 785,559

    減価償却累計額 △596,924 △599,205

    構築物（純額） 196,394 186,353

   機械及び装置 1,871,000 1,573,152

    減価償却累計額 △1,722,672 △1,432,585

    機械及び装置（純額） 148,327 140,566

   貸与資産 7,730,699 7,800,234

    減価償却累計額 △7,123,260 △7,130,707

    貸与資産（純額） 607,439 669,526

   車両運搬具 61,868 61,868

    減価償却累計額 △51,922 △54,408

    車両運搬具（純額） 9,945 7,459

   工具、器具及び備品 240,996 259,413

    減価償却累計額 △219,948 △221,412

    工具、器具及び備品（純額） 21,048 38,000

   土地 3,177,361 3,070,361

   リース資産 184,358 184,358

    減価償却累計額 △128,044 △137,388

    リース資産（純額） 56,313 46,970

   建設仮勘定 － 39,852

   有形固定資産合計 4,603,500 4,570,401

  無形固定資産 9,881 18,348

  投資その他の資産   

   投資有価証券 200 200

   繰延税金資産 66,709 57,721

   その他 274,880 276,949

   貸倒引当金 △3,600 △3,600

   投資その他の資産合計 338,189 331,270

  固定資産合計 4,951,570 4,920,020

 資産合計 8,814,062 8,637,181
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2019年３月31日)
当第２四半期会計期間
(2019年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 ※３  663,287 596,564

  買掛金 486,400 639,276

  短期借入金 1,650,000 750,000

  1年内返済予定の長期借入金 500,912 643,652

  未払法人税等 57,820 49,581

  賞与引当金 25,905 20,374

  役員賞与引当金 26,480 13,360

  その他 297,848 236,525

  流動負債合計 3,708,654 2,949,334

 固定負債   

  長期借入金 1,360,380 1,967,184

  退職給付引当金 138,660 136,918

  長期未払金 85,027 85,027

  その他 68,775 63,142

  固定負債合計 1,652,843 2,252,272

 負債合計 5,361,498 5,201,607

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 508,000 508,000

  資本剰余金 758,543 758,543

  利益剰余金 2,213,329 2,196,482

  自己株式 △27,309 △27,451

  株主資本合計 3,452,564 3,435,573

 純資産合計 3,452,564 3,435,573

負債純資産合計 8,814,062 8,637,181
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

売上高 2,726,889 3,566,659

売上原価 2,323,785 3,060,556

売上総利益 403,104 506,103

販売費及び一般管理費 ※１  460,778 ※１  469,658

営業利益又は営業損失（△） △57,674 36,444

営業外収益   

 受取利息及び配当金 1,250 13

 スクラップ売却益 1,571 －

 受取保管料 1,700 －

 受取地代家賃 2,329 2,329

 支店移転補償金 － 3,000

 受取保険金 3,899 －

 雑収入 1,393 1,965

 営業外収益合計 12,142 7,308

営業外費用   

 支払利息 8,339 7,515

 雑支出 1,389 2,737

 営業外費用合計 9,729 10,252

経常利益又は経常損失（△） △55,260 33,500

特別利益   

 固定資産売却益 － ※２  61,007

 特別利益合計 － 61,007

特別損失   

 営業所閉鎖損失 － 4,841

 特別損失合計 － 4,841

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △55,260 89,666

法人税、住民税及び事業税 6,179 38,724

法人税等調整額 △6,870 8,988

法人税等合計 △690 47,712

四半期純利益又は四半期純損失（△） △54,570 41,954
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△55,260 89,666

 減価償却費 270,525 214,152

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △619 △176

 賞与引当金の増減額（△は減少） △15,450 △5,531

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △11,505 △13,120

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,346 △1,741

 受取利息及び受取配当金 △1,250 △13

 固定資産売却益 － △66,833

 支払利息 8,339 7,515

 売上債権の増減額（△は増加） 525,368 △106,785

 たな卸資産の増減額（△は増加） 1,247 9,830

 仕入債務の増減額（△は減少） △245,174 71,407

 その他 △52,581 22,633

 小計 431,985 221,003

 利息及び配当金の受取額 1,250 13

 利息の支払額 △8,388 △7,148

 法人税等の支払額 △2,609 △45,845

 法人税等の還付額 20,214 －

 営業活動によるキャッシュ・フロー 442,453 168,022

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △223,721 △295,369

 有形固定資産の売却による収入 － 174,200

 その他 △1,440 △11,270

 投資活動によるキャッシュ・フロー △225,161 △132,440

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） － △900,000

 長期借入れによる収入 － 1,000,000

 長期借入金の返済による支出 △280,456 △250,456

 リース債務の返済による支出 △15,236 △10,011

 配当金の支払額 △47,049 △58,801

 その他 △490 △142

 財務活動によるキャッシュ・フロー △343,232 △219,412

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △125,940 △183,830

現金及び現金同等物の期首残高 929,140 1,016,959

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  803,199 ※  833,129
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※１　受取手形割引高

 

　
前事業年度

(2019年３月31日)
当第２四半期会計期間
(2019年９月30日)

受取手形割引高 307,102千円 155,304千円
 

　

※２　手形債権流動化による受取手形の譲渡高及び支払留保額

 

　
前事業年度

(2019年３月31日)
当第２四半期会計期間
(2019年９月30日)

受取手形の譲渡高 287,436千円 135,625千円
 

 

※３　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。なお、前事業

年度末日が金融機関の休業日であったため、次の期末日満期手形が、前事業年度末残高に含まれている。

 

　
前事業年度

(2019年３月31日)
当第２四半期会計期間
(2019年９月30日)

受取手形 25,812千円 －　　

支払手形 109,565　〃 －　　
 

 

(四半期損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりである。

 

　
前第２四半期累計期間
(自 2018年４月１日
 至 2018年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2019年４月１日
 至 2019年９月30日)

従業員給料及び手当(従業員賞与含む) 174,366千円 162,667千円

賞与引当金繰入額 7,051　〃 13,258　〃

退職給付引当金繰入額 8,270　〃 6,873　〃

役員賞与引当金繰入額 11,505　〃 13,360　〃
 

 

　※２　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期累計期間
(自 2018年４月１日
 至 2018年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2019年４月１日
 至 2019年９月30日)

土地 －　　 44,745千円

建物  －　　 21,391　〃

売却費用 　　　－　　 △5,826　〃

その他 －　　 696　〃

計  －　　 61,007千円
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

である。
 

　
前第２四半期累計期間
(自 2018年４月１日
 至 2018年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2019年４月１日
 至 2019年９月30日)

現金及び預金 803,199千円 833,129千円

現金及び現金同等物 803,199千円 833,129千円
 

　

(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月22日
定時株主総会

普通株式 47,053 20.0 2018年３月31日 2018年６月25日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項なし。

 

当第２四半期累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月21日
定時株主総会

普通株式 58,801 25.0 2019年３月31日 2019年６月24日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 
報告セグメント

合計
仮設機材販売 仮設機材賃貸 住宅鉄骨事業

 売上高     

　外部顧客への売上高 770,811 1,172,422 783,656 2,726,889

計 770,811 1,172,422 783,656 2,726,889

　セグメント利益又は損失（△） △42,294 △34,698 26,041 △50,951
 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異

調整に関する事項)

     (単位：千円)

利益 金額

　報告セグメント計 △50,951

　全社費用　(注) △6,722

　四半期損益計算書の営業損失（△） △57,674
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費である。

 

Ⅱ 当第２四半期累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 
報告セグメント

合計
仮設機材販売 仮設機材賃貸 住宅鉄骨事業

 売上高     

　外部顧客への売上高 893,326 1,237,194 1,436,138 3,566,659

計 893,326 1,237,194 1,436,138 3,566,659

　セグメント利益又は損失（△） △9,343 32,151 24,494 47,301
 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異

調整に関する事項)

     (単位：千円)

利益 金額

　報告セグメント計 47,301

　全社費用　(注) △10,857

　四半期損益計算書の営業利益 36,444
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費である。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 

項目
前第２四半期累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は
１株当たり四半期純損失金額（△）

△23円20銭 17円84銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額又は
　　四半期純損失金額（△）(千円)

△54,570 41,954

   普通株主に帰属しない金額(千円) － －

   普通株式に係る四半期純利益金額又は
　　普通株式に係る四半期純損失金額（△）(千円)

△54,570 41,954

   普通株式の期中平均株式数(千株) 2,352 2,351
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

２ 【その他】

　該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

2019年11月14日

 
 

中央ビルト工業株式会社

　取   締   役   会　御中
 
 

 

ＵＨＹ東京監査法人
 
 

 

 

指 定 社 員
業務執行社員  公認会計士 鹿　　目　　達　　也 ㊞

 

 

指 定 社 員
業務執行社員  公認会計士 片　　岡　　嘉　　徳 ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中央ビルト工業

株式会社の2019年４月１日から2020年３月31日までの第69期事業年度の第２四半期会計期間(2019年７月１日から2019年

９月30日まで)及び第２四半期累計期間(2019年４月１日から2019年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、中央ビルト工業株式会社の2019年９月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

中央ビルト工業株式会社(E00091)

四半期報告書

18/18


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期財務諸表
	(1)四半期貸借対照表
	(2)四半期損益計算書
	第２四半期累計期間

	(3)四半期キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

